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表紙

(2023年７月１日から
2024年６月30日まで)

第62期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

第62期（2024年６月期）

①事業報告の「取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制等の整備についての決議の

内容及び運用状況の概要」

②連結計算書類の「連結注記表」

③計算書類の「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規

定に基づき、書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付

する書面には記載しておりません。
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内部統制システム

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議

の内容及び運用状況の概要
当社は、株式会社の業務の適正を確保するために必要な内部統制システ

ム構築の基本方針について、下記のとおり定めております（最終改定　

2023年7月24日）。なお、本基本方針は、適宜見直し要否を検討し、必要に

応じて改定決議を行い、改定決議を行わない場合であっても、毎年定期的

に取締役会にて検討状況に関して報告を行います。

(1) 取締役、執行役員（以下、取締役等という）、及び従業員の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社の経営上の重要事項は、法令、定款及び取締役会規定に基づき、毎

月開催する定例取締役会及び必要に応じて開催する臨時取締役会に付議さ

れる。

②　代表取締役の諮問機関である経営会議については、経営会議規定により

監査役及び社外取締役の出席権を保障し、議事に関し意見を述べることが

できるものとする。

③　監査は、法定監査のほか、社長執行役員直属の監査部門が内部監査規定

に従い内部監査を実施し、是正が必要な事項については、社長執行役員が

被監査部門の責任者に対して是正措置及びその結果報告の指示を行う。

④　コンプライアンス全般の管理については、コンプライアンス管理規定に

基づいて、コンプライアンス担当執行役員を置き、コンプライアンス管理

に関する当社の基本方針を明確にするとともに、コンプライアンスにかか

わる問題に取締役等及び従業員が直面した場合の対応上の基本義務、業務

遂行上の公正な行動や判断・評価の基準となるべき管理・行動基準、組織

としてのコンプライアンス管理及び内部通報体制の制度化等を明確にし、

適正な運用を図る。

⑤　従業員が遵守すべき法令や、社内ルール等に関する研修を企画、実施

し、コンプライアンスの周知徹底を図る。

⑥　財務報告の信頼性に影響を与える業務上の不備、不正を防止するため、

経理その他財務報告に直接または間接的に関係する業務の統制体制の改善

を継続する。

　【運用状況】

　・定例取締役会を、年間スケジュールに基づき13回開催している。経営会議

は12回開催している。また、監査役は監査役会で策定した監査方針及び年

間監査計画に基づいて監査を実施し、内部監査部門は内部監査計画を策定

し、各種監査を実施している。

－ 1 －
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内部統制システム

　・コンプライアンスに関わる規定、基本方針、内部通報体制、その他必要な

情報が常に社内ウェブサイトで閲覧できる状態にあり、機会あるごとに社

内周知している。

　・第62期は、全社員（常勤役員、派遣社員を含む）対象に、贈収賄防止、人

権尊重、安全保障貿易管理、ハラスメント防止等をテーマとしたコンプラ

イアンスeラーニング研修を実施した。

　・コンプライアンス違反行為（法令等違反、セクハラやパワハラ等）の相談

及び通報の受付窓口として内部通報制度を整備しており、守秘及び不利益

取扱いの禁止を徹底した運用を行っている。

(2) 取締役等の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役等の職務執行に係る意思決定及び報告に関しては、決議・執行事

項の所管に応じ取締役会規定及び経営会議規定に基づき、取締役会議事録

及び経営会議議事録に記録し、法律及び規定に定める期間保存する。その

他の業務決裁事項に関しては、決裁規定に基づき決裁書類を作成し、規定

に定める期間保存する。

②　業務にかかわる文書の整理、保管、保存及び廃棄の取り扱いは、文書管

理規定に従うものとし、文書はいつでも取締役等及び監査役の閲覧、会計

監査人の監査等に供することができるよう整理しておくものとする。

③　文書、電磁的記録及び情報システム等を情報資産として安全に保護する

体制に関しては、情報セキュリティ管理規定に基づいて管理する。

　【運用状況】

　・取締役会及び経営会議関連文書、決裁書類その他業務文書等は、上記各規

定に基づき保存年限及び所管部署等を定めて適切に管理しており、取締役

等及び監査役の閲覧、会計監査人の監査等に供している。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　事業遂行に伴う損失の危険については、事業の経営計画及び予算の策定

において適正に評価し、損失の有無、程度等の判断については、毎月の取

締役会及び経営会議において必要に応じ審議し対策を決定する。また、資

金の運用等については、経理規定等に基づき適正な運用を図るとともに、

その運用実績については定期的に取締役会に報告する。

②　天災、病疫その他不可抗力による会社資産の損失や人身に対する危険の

発生等、危機状態への対応については、危機管理規定に基づいて、社長執

行役員を本部長とした対策本部をただちに設置し、損失の顕在化及び拡大

防止を図り、損失を最小限に止める体制をとる。

　【運用状況】

　・事業の経営計画は毎月、事業計画フォロー会議を開催し、進捗状況に合わ

せて事業遂行に伴う損失の危険の有無、程度等を常時把握し、取締役会及

び経営会議に報告し必要な審議、対策を実施している。

－ 2 －
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　・各子会社を含む当社グループ全体のリスクマネジメントに係る方針及び規

定類の整備並びにリスク・コンプライアンス委員会設立に向けた取り組み

を進めている。また、事業継続計画書を定め、天災や感染症、海外紛争や

情報セキュリティ危機等の想定するリスクに対応する体制を整えている。

(4) 取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会の意思決定・業務監督機能を充実させるため社外取締役を選任

するとともに、執行役員制度を導入し、業務執行取締役（執行役員を兼務

する）の職責を強化し、業務執行における意思決定過程の簡素化を図るこ

とにより、経営環境の変化に機敏に対応し、業績の持続的向上を目指すも

のとする。

②　業務の運営においては、組織規定及び職務分掌規定に基づき各部門の職

務分掌を明確に定め、また、職務権限規定及び決裁規定に基づき職位者の

業務遂行上の責任と権限を明確にすることにより、業務の確実かつ効率的

な運営を行う。

　【運用状況】

　・業務執行体制は、顧客、業界の動向及びその他諸情勢に照らし、常に効率

的かつ確実で迅速な業務遂行を図ることができるよう社内組織を見直して

いる。

・取締役会と経営会議の役割分担を明確にし、重要事項に対し意思決定・業

務執行の監督の各観点から協議・検討を行っている。

・業務執行の権限については、適切かつ効率的な決定プロセスを維持できる

よう適宜見直している。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　子会社の経営管理については、関係会社管理規定に基づき管理統括者を

置くものとし、各子会社の業務は、子会社の取締役等が管理統括者の管

理・指導の下、必要に応じて当社内関連部門の協力を得て、職務が効率的

に遂行できる体制をとる。

②　当社の関係会社管理規定に定める各子会社にかかわる重要事項について

は、各子会社の代表者または管理統括者が指名した子会社の役職者が必要

に応じて当社の取締役会に報告をする体制をとる。

③　当社のコンプライアンス管理規定に基づき、子会社の取締役等及び従業

員の職務の執行が法令及び定款に適合するよう、管理統括者の指導・監督

を受ける体制をとる。また、内部通報制度は子会社にも適用する。

　【運用状況】

　・企画部門が子会社管理体制を整備、統括しており、各子会社は、事業の運

営状況を四半期毎に経営会議に報告している。

　・内部通報制度を子会社の従業員等も利用できるよう、制度の目的及び内容

－ 3 －
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についてコンプライアンス担当部門から、子会社へ周知を行っている。

　・当社グループ全体のガバナンス体制を強化するため、子会社における業務

執行権限の見直し、コンプライアンス管理体制の充実を図り、管理監督体

制を強化している。

(6) 監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項及び当該従業員の取締役等

からの独立性に関する事項並びに当該従業員に対する指示の実効性の確保

に関する事項

①　監査役より、補助すべき従業員の要請がある場合には、迅速に必要なス

タッフを置くものとする。その場合、スタッフの任命、異動、評価等に関

しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。

②　監査役は当該スタッフに対して、監査業務に必要な事項を指示すること

ができるものとし、当該スタッフは監査役の指示に反して、取締役等の指

揮命令を受けない。

　【運用状況】

　・監査役を補助すべきスタッフは任命されていない。

(7) 当社及び子会社の取締役等及び従業員が当社の監査役に報告をするための

体制その他の監査役への報告に関する体制並びに当該報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　当社及び子会社の取締役等及び従業員は、会社に重大な損失を与える事

項が発生し、または発生するおそれがあるとき、あるいは役職員による違

法や不正を発見した場合は、すみやかに当社の監査役に報告するものとす

る。

②　当社の監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執

行状況を把握するため経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要

な決裁願その他業務に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社及び

子会社の取締役等及び従業員に職務執行に関する報告を求めることができ

るものとする。

③　当社の監査役への報告に関してはコンプライアンス管理規定の通報者保

護規定を適用し、当該報告を行った当社及び子会社の取締役等及び従業員

に対し、当該報告をしたことを理由として解雇、契約解除その他いかなる

不利な取り扱いを行わないものとする。

　【運用状況】

　・内部通報制度において、通報者は監査役に直接通報できることとしてお

り、また、その通報によりいかなる不利益も受けないことを周知し、徹底

している。

　・コンプライアンス担当部門は、内部通報の状況について、取締役会及び監

査役に対して、定期的な報告を行っている。

　・監査役は、取締役会、経営会議及びその他の重要な会議に出席し、監査役
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の立場から必要な発言をしている。また、取締役等及び従業員は監査役が

決裁書その他業務に関する文書をいつでも閲覧できるよう対応しており、

子会社においても同様の対応をしている。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する

事項

　当社は監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するための予算

を計上するほか、監査役から必要な前払い等の請求があった場合には、速

やかに当該費用または債務を支払うものとする。

　【運用状況】

　・費用の前払、精算など、監査役の請求に応じて会社法の定めに従い適切に

対応している。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通

及び効果的な監査業務の遂行を図るものとする。

②　監査役は監査法人及び監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び効

果的な監査業務の遂行を図るものとする。

【運用状況】

　・監査役と社長執行役員との定期的な意見交換会は、年間監査計画に基づき

年3回実施されている。

　・監査役は、会計監査人との間では、期初の監査計画書の受領、各四半期レ

ビュー報告及び期末の監査結果報告の受領、監査上の主要な検討事項

（KAM）の協議等を含む定期的な会合の場での意見及び情報交換を実施し

ている。また、内部監査部門との間では、年間監査計画書の策定、それに

基づく監査結果報告の受領等で定期的な意見及び情報交換の場を持つ等連

携を図り適切な監査業務の遂行に努めている。会計監査人及び内部監査部

門のそれぞれとの間で随時意見及び情報交換を実施している。

－ 5 －



2024/08/21 15:51:38 / 24105201_レーザーテック株式会社_招集通知

内部統制システム

     

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について

　当社は、業務の適正を確保するための体制の一環として、以下のとおり

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を明確にし、その体制を整備す

る。

①　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と一切の関

係をもたないことを基本方針とし、すべての役員・従業員に対して、反社

会的勢力及びこれらと関係のある個人や団体の利用、これらへの資金提供

や協力、加担など一切の交流・関わりをもつことを禁止する。

②　反社会的勢力に対する対応は総務部門が総括し弁護士、所轄警察署と連

携して対処する。

(ⅰ)反社会的勢力の関係者から接触を受けた時はただちに警察等のしかる

べき機関に情報を提供するとともに、何らかの要求を受けたときは毅

然とした姿勢で組織的かつ法的に対処する。

(ⅱ)企業防衛対策協議会への加盟を継続し、平素から関連情報を収集して

不測の事態に備え最新の動向を把握するよう努める。

　【運用状況】

　・総務部門担当者は、神奈川県企業防衛対策協議会地区連絡会全3回に参加

し、反社会的勢力についての情報収集及び加盟各企業との情報交換を実施

している。

－ 6 －
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称

　連結子会社の数　5社
　連結子会社の名称

Lasertec U.S.A., Inc.
Lasertec Korea Corp.
Lasertec Taiwan, Inc.
Lasertec China Co., Ltd.
Lasertec Singapore Pte. Ltd.

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちLasertec China Co., Ltd.の決算日は12月31日であり、連結決算日に正
規の決算に準じる合理的な手続きにより連結上必要な調整をしております。その他の連結子
会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

② 棚卸資産

(a) 仕掛品………………………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）

(b) 原材料及び貯蔵品…………………先入先出法による原価法（収益性の低下による簿

価切り下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………定率法

ただし、2000年7月1日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法
によっております。
（主な耐用年数）

建物及び構築物　　　　　3～50年
機械装置及び運搬具　　　2～11年
工具、器具及び備品　　　2～15年

無形固定資産……………………………定額法
（主な耐用年数）

自社利用ソフトウェア　　 3～5年
権利金　　　　　　　　　　  5年

－ 7 －
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき

額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 株式給付引当金

　株式給付規程に基づく当社従業員及びグループ会社の役員または従業員への当社株式

等の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上

しております。

⑤ 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る

損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した連

結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

－ 8 －
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

①  製品の販売

(a) 契約及び履行義務に関する情報

　製品の販売には、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し、及び無償保証期間（収

益認識適用指針第35項における「保証サービス」を含む）の提供が含まれており、製品

の引き渡しと無償保証期間の提供をそれぞれ独立した履行義務として識別しておりま

す。製品の引き渡しは、顧客が製品を検収した時に資産の支配が顧客に移転するため、

当該時点で収益を認識しております。無償保証期間の提供は、履行義務が時の経過につ

れて充足されるため、保証期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。なお、

保証期間の未経過分については、繰延収益として計上しております。

(b) 取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、製品原価と無償保証期間に発生

が見込まれるコストにそれぞれの利益相当額を加算して独立販売価格の見積りを行って

おり、当該独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分して

おります。

　独立販売価格の見積りにあたり、将来無償保証期間に発生が見込まれるコストは、そ

の内容がその製品や顧客からの要請に基づくことから、過去の類似の契約における実績

を踏まえた、将来における顧客の要望に基づく作業に掛かる工数及び経費、並びに交換

部材の消費量等の重要な仮定を用いて算定しております。

②  サービスの提供

(a) 契約及び履行義務に関する情報

　当社グループは、販売した製品に対して別途の契約に基づくサービスを提供しており

ます。サービスには顧客からの要請に応じた都度の契約と一定期間の保守契約があり、

これらに係るサービスの提供について履行義務として識別しております。顧客からの要

請に応じた都度の契約の場合は、サービスの提供が完了した時に履行義務が充足される

ため、当該時点で収益を認識しております。一定期間の保守契約の場合は、履行義務が

時の経過にわたり充足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識しており

ます。

(b) 取引価格の算定及び取引価格の履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、1つの契約につき複数の履行義

務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりません。

－ 9 －
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当連結会計年度

繰延収益 9,011

上記のうち、製品の販売に係る繰延収益 8,967

1. 有形固定資産の減価償却累計額 9,980百万円

2. 取締役に対する金銭債務 14百万円

貸出コミットメントの総額 40,000百万円

借入実行残高 －百万円

借入未実行残高 40,000百万円

△164百万円

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定として計上しております。

（会計上の見積りに関する注記）
製品の販売に係る収益認識

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①  金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　4．会計方針に関

する事項  (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

②  翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額は、主に翌連結会計年度の売上高に

計上する予定です。

（連結貸借対照表に関する注記）

3. コミットメントライン契約等

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行2行と貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出

コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）

1. 棚卸資産の帳簿価額の切下げに関する事項

　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原

価に含まれております。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後のものです。

－ 10 －
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△549百万円

普通株式 94,286,400株

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,102,594株 15株 3,690株 4,098,919株

株式の種類 普通株式

配当金の総額 11,543百万円

1株当たり配当額 128円

基準日 2023年6月30日

効力発生日 2023年9月28日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 6,583百万円

1株当たり配当額 73円

基準日 2023年12月31日

効力発生日 2024年3月6日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 14,159百万円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 157円

基準日 2024年6月30日

効力発生日 2024年9月27日

2. 受注損失引当金繰入額

　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の総数

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1.　自己株式の増加15株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

2.　自己株式の減少3,690株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの

　 であります。

3. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

2023年9月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

2024年1月31日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

2024年9月26日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

－ 11 －
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普通株式 76,000株

連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
      その他有価証券

1,320 1,320 －

資産計 1,320 1,320 －

4. 当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式数

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金計画に照らして、必要な資金を調達（主に銀行借入）することにし

ております。

(2) 金融商品の内容及びリスク

　営業債権である受取手形、売掛金、未収入金については、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。

　投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日であります。

　短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、返済期限は決算日後1年以内であり

ます。

　なお、デリバティブ取引はありません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権に係る顧客の信用リスクは、販売業務処理規定に沿って取引先毎の期日管理

及び残高管理を行うとともに、債権の保全に努めております。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に株価や発行体（取引先企業）の財務状況等の確認

を行い、四半期毎に時価の把握を行っております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、

手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　2024年6月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。

（単位：百万円）

（注）1. 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。

2. 「受取手形、売掛金及び契約資産」に含まれる受取手形、売掛金、「未収入金」、

「買掛金」及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから記載を省略しております。

－ 12 －



2024/08/21 15:51:38 / 24105201_レーザーテック株式会社_招集通知

連結注記表

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 1,320 － － 1,320

資産計 1,320 － － 1,320

1. 1株当たり純資産額 1,677円55銭

2. 1株当たり当期純利益 655円05銭

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル1の時価に分類しております。

（1株当たり情報に関する注記）

－ 13 －



2024/08/21 15:51:38 / 24105201_レーザーテック株式会社_招集通知

連結注記表

製品の販売

サービス 計
半導体関連装置 その他の製品

地域別

日本 10,829 972 2,540 14,342

韓国 48,803 971 2,760 52,535

台湾 62,001 602 6,507 69,111

その他アジア 9,992 164 2,505 12,662

米国 31,155 72 12,840 44,068

欧州 18,969 － 1,816 20,786

合計 181,752 2,783 28,970 213,506

収益認識の時期

一時点で移転される財 167,810 2,714 17,253 187,777

一定期間にわたり移転

されるサービス

13,942 69 11,717 25,728

合計 181,752 2,783 28,970 213,506

（収益認識に関する注記）

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの主たる地域別、収益認識の時期別の収益の分解と主たる製品及びサービス

との関連は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

2. 収益を理解するための基礎となる情報

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　4．会計方針に関する

事項  (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度（期首） 

(2023年7月1日)

当連結会計年度

(2024年6月30日)

顧客との契約から生じた債権

受取手形及び売掛金 19,436 22,905

契約資産 2,174 －

契約負債

前受金 95,155 74,426

繰延収益 6,168 9,011

当連結会計年度

(2024年6月30日)

1年以内 197,109

1年超 265,086

合計 462,195

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は、以下のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

（注）1.　当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額

は73,715百万円であります。

2.　契約負債の増減は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と、収益認識

　（同、減少）により生じたものであります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が

見込まれる期間は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
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退職給付債務の期首残高 1,056百万円

　勤務費用 104

　利息費用 9

　数理計算上の差異の発生額 33

　退職給付の支払額 △80

退職給付債務の期末残高 1,123

年金資産の期首残高 601百万円

　期待運用収益 23

　数理計算上の差異の発生額 △8

　事業主からの拠出額 61

　退職給付の支払額 △46

年金資産の期末残高 631

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高 △56百万円

退職給付費用 169

制度への拠出額 △175

その他 △11

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期末残高 △72

（その他の注記）

1. 退職給付会計

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定給付型企業年金制度を採用しております。また、一部

の在外連結子会社は確定給付型または確定拠出型の制度を設けております。

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度を

除く）

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度を除

く）

③ 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高と期

末残高の調整表
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積立型制度の退職給付債務 1,463百万円

年金資産 △1,043

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 419

退職給付に係る負債 492

退職給付に係る資産 △72

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 419

簡便法で計算した退職給付費用 169百万円

勤務費用 104

利息費用 9

期待運用収益 △23

数理計算上の差異の費用処理額 4

確定給付制度に係る退職給付費用 264

数理計算上の差異 △37百万円

合計 △37

未認識数理計算上の差異 △40百万円

合計 △40

債券 12％

株式 72

その他 16

合　計 100

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑥ 退職給付に係る調整額

⑦ 退職給付に係る調整累計額

⑧ 年金資産に関する事項

(a) 年金資産の主な内訳

(b) 長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を

考慮しております。
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期首残高 224百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 21

時の経過による調整額 1

その他増減額（△は減少） 0

期末残高 248

⑨  数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　1.44％

(3) 確定拠出制度

　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、149百万円であります。

2. 資産除去債務に関する注記

(1) 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

① 当該資産除去債務の概要

主にクリーンルーム用不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から主に15年と見積り、割引率は主に0.061％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

－ 18 －
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式………………………………移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

① 仕掛品……………………………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）

② 原材料及び貯蔵品………………………先入先出法による原価法（収益性の低下による簿

価切り下げの方法）

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………………………定率法

ただし、2000年7月1日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。

（主な耐用年数）

建物　　　　　　　　　　3～50年

機械装置及び運搬具　　　2～11年

工具、器具及び備品　　　2～15年

無形固定資産………………………………定額法

（主な耐用年数）

自社利用ソフトウェア　　 3～5年

権利金　　　　　　　　　　　5年

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。
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(3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額及び

年金資産残高に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度から費用処

理しております。

(5) 株式給付引当金

　株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式等の給付に備えるため、当事業年度末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(6) 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準

(1) 製品の販売

①  契約及び履行義務に関する情報

　製品の販売には、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し、及び無償保証期間（収

益認識適用指針第35項における「保証サービス」を含む）の提供が含まれており、製品

の引き渡しと無償保証期間の提供をそれぞれ独立した履行義務として識別しておりま

す。製品の引き渡しは、顧客が製品を検収した時に資産の支配が顧客に移転するため、

当該時点で収益を認識しております。無償保証期間の提供は、履行義務が時の経過につ

れて充足されるため、保証期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。なお、

保証期間の未経過分については、繰延収益として計上しております。

②  取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、製品原価と無償保証期間に発生

が見込まれるコストにそれぞれの利益相当額を加算して独立販売価格の見積りを行って

おり、当該独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分して

おります。

　独立販売価格の見積りにあたり、将来無償保証期間に発生が見込まれるコストは、そ

の内容がその製品や顧客からの要請に基づくことから、過去の類似の契約における実績

を踏まえた、将来における顧客の要望に基づく作業に掛かる工数及び経費、並びに交換

部材の消費量等の重要な仮定を用いて算定しております。
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(2) サービスの提供

①  契約及び履行義務に関する情報

　当社は、販売した製品に対して別途の契約に基づくサービスを提供しております。サ

ービスには顧客からの要請に応じた都度の契約と一定期間の保守契約があり、これらに

係るサービスの提供について履行義務として識別しております。顧客からの要請に応じ

た都度の契約の場合は、サービスの提供が完了した時に履行義務が充足されるため、当

該時点で収益を認識しております。一定期間の保守契約の場合は、履行義務が時の経過

にわたり充足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。

②  取引価格の算定及び取引価格の履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、1つの契約につき複数の履行義

務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりません。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

（会計上の見積りに関する注記)

製品の販売に係る収益認識

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の貸借対照表の繰延収益の計上額8,967百万円全額が製品の販売に係る繰延

収益の金額であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①  金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

　「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）　製品の販売に係る収益認識　

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報　① 金額の算出方

法及び算出に用いた主要な仮定」に記載のとおりです。

②  翌事業年度の計算書類に与える影響

　当事業年度の貸借対照表に計上した金額は、主に翌事業年度の売上高に計上する予定

です。
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短期金銭債権 14,944百万円

短期金銭債務 5,704百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,671百万円

3. 取締役に対する金銭債務 14百万円

貸出コミットメントの総額 40,000百万円

借入実行残高 －百万円

借入未実行残高 40,000百万円

売上高 66,337百万円

仕入高 5,376

その他の営業取引高 10,258

合計 81,973

営業取引以外の取引 8百万円

（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

4. コミットメントライン契約等

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行2行と貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度

期首の株式数

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数

当 事 業 年 度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,102,594株 15株 3,690株 4,098,919株

繰延税金資産

棚卸資産評価損 1,208百万円

未払事業税 809

減価償却限度超過額 446

株式報酬費用 207

退職給付引当金 137

資産除去債務 66

賞与引当金 53

その他 608

繰延税金資産合計 3,538

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △43

その他有価証券評価差額金 △360

繰延税金負債合計 △404

繰延税金資産の純額 3,133

法定実効税率 30.3％

（調整）

試験研究費の税額控除 △2.1

賃上げ促進税制に係る税額控除 △0.6

役員賞与引当金 0.4

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.7

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1.　自己株式の増加15株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

2.　自己株式の減少3,690株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの

であります。

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（表示方法の変更）

前事業年度において「繰延税金資産」の「その他」に含めていた「株式報酬費用」は、金

額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳
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属性 会社等の名称 議決権の数の割合 関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

子会社 Lasertec U.S.A., Inc.
（所有）
直接100％

当社製品の販売等
役員の兼任

製品の販売 54,550 売掛金 4,625

1. 1株当たり純資産額 1,551円39銭

2. 1株当たり当期純利益 628円74銭

退職給付債務の期首残高 1,056 百万円

勤務費用 104

利息費用 9

数理計算上の差異の発生額 33

退職給付の支払額 △80

退職給付債務の期末残高 1,123

年金資産の期首残高 601 百万円

期待運用収益 23

数理計算上の差異の発生額 △8

事業主からの拠出額 61

退職給付の支払額 △46

年金資産の期末残高 631

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。

（1株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）
　収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に記載され

ている内容と同一のため、記載を省略しております。

（その他の注記）

1. 退職給付会計

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定給付型企業年金制度を採用しております。

(2) 確定給付制度

①  退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

②  年金資産の期首残高と期末残高の調整表
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個別注記表

積立型制度の退職給付債務 1,123 百万円

年金資産 △631

未積立退職給付債務 492

未認識数理計算上の差異 △40

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 452

退職給付引当金 452 百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 452

勤務費用 104 百万円

利息費用 9

期待運用収益 △23

数理計算上の差異の費用処理額 4

確定給付制度に係る退職給付費用 94

債券 12 ％

株式 72

その他 16

合　計 100

③  退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表

④  退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑤  年金資産に関する事項

(a) 年金資産の主な内訳

(b) 長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の

配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益

率を考慮しております。

⑥  数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　1.44％
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